
(

＜市長＞－－＜副市長＞－－
市長公室－秘書課、企画課、DX推進課
総 務 部－総務課、消防防災課、財政課、資産経営課
市 民 部－税務課、収納課、市民課、環境課
保健福祉部－保険年金課、健康づくり課
　｜
　福祉事務所－福祉課、子育て支援課、長寿支援課
経済部－農業政策課、農地整備課、商工観光課
建設部－建設課、都市整備課、上下水道課
会計管理者－会計課

＜議会＞－－議会事務局

＜教育長＞－－
教 育 部－教育総務課、学校支援課、生涯学習課、図書館、公民館

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局（総務部総務課内）
監査委員事務局（総務部総務課内）
公平委員会事務局（市長公室企画課内）
固定資産評価審査委員会事務局（総務部総務課内）
農業委員会事務局

205,615

1,495

製造業

有権者数
男

％

米、豚肉、梨、スイカ、メロン、きゅうり、ネギ、白菜、レタス

3.5

110,335

110,803

（R3.1.1～12.31）

就業人口（令和２年国調）

16,593

総生産額（令和５年度）区分

②②産産業業構構造造

④④特特産産物物

41.9

事業所数

86,184

53.7

卸・小売業

36.9

総額・総数

(百万円・人）

6.1

16,693

公営企業
※令和8年３月31日現在

億円

7,663

令和２年

21,412

製造品出荷額等

20,141

20,907

従業者数

％

％

農業就業人口

〈 ＦＡＸ 〉

80.88類型

0296-43-4214

〈e-mail〉

ｋ㎡Ⅰ－２ 地方公共
団体コ－ド

任 期 令和12年4月13日

面積

＜＜行行政政組組織織＞＞

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

〈 ＴＥＬ 〉

082104

0296-43-2111
〈 Ｈ Ｐ 〉

3,390

人任　　　　期

長

期目

現議員数条例定数 人令和9年12月20日

就任回数 1

小竹　薫 端 茂樹副議長

6677  歳）

副市長 渡辺　尚

18

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

議　　　　長

18

条例定数の（　）は、次回の一般選挙から適用になる定数

党　派　別

公営事業
会計関係うち一般行政関係

普通会計関係

（人）

343
地域手当
補正後
ラス指数

294

3,334 百円 96.296.2

公明２人、立憲１人、共産１人、無所属14人

253

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

③③人人口口・・世世帯帯数数

区分

14,890

全職員数

一般行政職の
平均給料月額

全職員数
の  推  移

令和4年4月1日

49

22,569

男

女

令和5年4月1日

336

ラスパイレ
ス指数

338 343

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））
44,987 41,048

計

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

令和6年4月1日

国勢調査

42,521

16,407

21,690

平成２７年

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

市町村内
総生産 2,056 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

29.8

1,410

18,080

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

15,036

33,286

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

千円

女

第２次

3,335

11,857

農業

％

第１次 ％7,158 1,266

447

事業所数

農家数

140

第３次

（R5.1.1～12.31）

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

％

（令和４年６月１日）

（令和６年６月１日）

（令和２年２月１日）

年間販売額 
従業者数

（戸・事業所・人・百万円）

5,695

2,299

188,816

％

－20,786

181

主業農家数

57.0

－

②②地地勢勢・・風風土土等等

　茨城県の南西部、東京から約60km圏に位置する水と緑に
恵まれた田園都市で、その大半は比較的肥沃な土地で形
成され、中央に砂沼、東に小貝川、西に鬼怒川と水資源も
豊かである。
　近年はつくばエクスプレスの開業や、北関東道の開通、圏
央道の整備等による広域交通網の発達に伴い、首都東京
や周辺各都市へのアクセスの利便性が高まっている。

人
口

43,293

21,603

21,109

（令和８年４月１日）

常住人口

22,418

老齢人口割合

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

平成２２年

世帯数

合計

下下妻妻市市（（ししももつつまましし））
一部事務組合加入事業

①①沿沿革革

昭和29年４月１日　編入
大宝村　騰波ノ江村
昭和29年６月１日　編入（市制施行）
上妻村　総上村　豊加美村　高道祖村
平成18年１月１日　編入
千代川村

すどう　とよじ

地域指定
法適用（上水　公共下
水）

市章 〒 304-8501

http://www.city.shimotsuma.lg.jp/

＜＜概概要要＞＞

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
消防　養護老人ホーム　ごみ処理施
設等の周辺環境整備　ごみ　し尿
葬斎場

下妻市本城町三丁目13番地

info@city.shimotsuma.lg.jp

須藤　豊次

〈 住所 〉

法人番号 6000020082104
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921,796

ふるさと納税推
進事業

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

(18.14 )

[6.7]

[27.8]( 350.0 )

( 25.0 )

％

△ 31.1

積立金現在高（C)

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

うち補助

1,643

％

百万円

69.5

[17,283]11,748標準財政規模（令和７年度）

8.0

歳歳　　　　　　入入

公債費

投資的経費

14

982

591 3R８
通訳支援機器導
入事業

△ 313

市役所窓口にリアルタイム多言語翻訳機器
（3台）を導入することで、安心して暮らせる
多文化共生のまちづくりと行政サービスの公
平性・利便性向上につなげる。

地域と連携した参加型映画製作を進める
「映画製作実行委員会」を編成し、映画
製作やワークショップ、上映会の実施な
どを支援し、映画製作をきっかけとした地
域創生を推進する。

ふるさと納税を通じて、下妻市の魅力
を知ってもらい、下妻市全体の活性化
につなげる。

交通空白地における住民や来訪者の移
動手段を確保することを目的に、近隣自
治体が連携してドライバーバンクを構築
し、育成したドライバーにより自家用有償
旅客運送を行う。

地域連携公共ラ
イドシェア事業

R８
(13.14 )

R８

％

・・健健全全化化判判断断基基準準

連結実質赤字比率

△ 5.9

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

総合体育館屋根
改修工事

R７
～
R８

150

[93.0]

％

0.707
＜主要課題＞
　・子ども・子育て支援及び教育環境の充実　・防災・減災対策の強化
　・人口減少及び少子高齢化社会への対応　・公共交通空白地域の解消
　・住宅政策（移住定住促進、空き家対策）　　・多文化共生への対応
　・中心市街地の活性化　・公共施設の老朽化対策
　・行財政改革の推進及び財政基盤の強化
　・ビアスパークしもつまの活性化
　・市民文化会館・下妻公民館の改修　・砂沼サンビーチ跡地の利活用

＜特色ある行政等＞
　・中学校給食費無償化事業　・地域連携公共ライドシェア事業
　・市特産米栽培推進支援事業　・果樹園地継承事業
　・しもつま中央工業団地緑地・調整池利活用事業　・砂沼戦略推進事業
　・市公式LINE機能拡張（スマホ市役所）事業　・ノーコードツール導入事業
　・早期英語教育事業、英語検定料補助事業、中学生英語キャンプ補助
    事業

LIXIL下妻総合体育館の屋根の改修
を行う。

百万円

7.7

百万円

百万円

百万円22,591

873

95.4

[23,010]

[7,792]

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

6,296

17,168

市町村民税・法人
（構成比）

(

固定資産税
（構成比）

（

2,978,802

校9

0

4

）14.3（ 14.1 ）

6,397,7876,557,219

小学校 ※１

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

校中学校 ※１

）

3,032,282

名　　称

道路舗装率

公営住宅

R７
～
R９

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

2

160映画製作実行委
員会補助事業

義務教育学校 ※１

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

1

4

5

150

図書館

5

28

上水道等普及率

道路改良率

病院・一般診療所保育所 ※１ 5

幼稚園 ※１

(

市町村税合計
（国保除く）

プ－ル 0 か所

か所体育館

97.6

[97.4]

46.2

（千円・％）

(

96.0

[97.0]

徴収率
[  ]は県平均値

30.7

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

市町村民税・個人
（構成比）

31.2（

区分 調定額

2,048,524

収入額

1,966,573

） ）

98.9911,742

[98.8]

98.2

[97.4]）46.6

うち繰出金

その他の経費

財政力指数（令和７年度）

経常収支比率

将来負担比率

実質公債費比率

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

9,194

-

義務的経費

扶助費

歳歳　　　　　　出出

地方税

人件費

普通建設事業費

うち繰入金

－

14.3

その他

うち臨財債

地方債

6,398

1,372

3,159

9,942

7,775

1,755

歳　　出

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

歳　　入

実質単年度収支

（千円・％）

1.7

0.9

増減率

823,409

-

-

21,402,962

令和６年度決算

形式収支 713,865 894,903

20,508,05920,325,841

2.2

△ 13.0

571

増減額

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

国庫支出金 3,545

地方交付税 3,067

決算額

21,403

区　　分

618

37

公民館等

認定こども園 ※１

皆増0.2

36.3

37

7.12.9

16.6 か所0

か所

児童館

園 老人福祉施設

％

93.3

29 か所

70.4

校

か所

か所

園

戸 ％

34.6 ％

か所

汚水処理普及率 ％69.1

4.1

13.1

4.1

6.8

7.7

582

3.4

2.9

15.4

△ 75

54

％

-実質赤字比率

△ 579

うち単独

1,003

695

20,508

4.7

6.7

24.5

8.6

48.5

1,372

182

338

54

24

44.8

5,028

380

0.9

70 0.9

707

200

期間 内　　　容

[5,771]

[25,031]

概　 算
事業費

61.0

△ 4.1

133.6

（百万円）

1.5

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[0.666]

－

6.7

-

△ 401,362

（百万円・％）

△ 384,075

区分

665,447

単年度収支

実質収支

△ 1,184,352 157,962

令和５年度決算

21,039,706

29.9

構成比

-

41

増減率

1.7363

△ 458

139

19.2
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